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研究成果の概要（和文）：　中小企業には大企業と異なる「健康に対する文化」が存在することに注目し、「健
康関連行動」との関係性や、介入による経時的変化を明らかにした。社員と共に実施したグループワークや会議
参加を通した4年間に亘る参与観察により、社内の固着化したコミュニケーションや、管理職と従業員のギャッ
プ、形骸化した意見交換の場などの特徴が解明され、量的研究を補完した。
　研究者らが考案したKJ法を用いた職場改善の手法は一定の効果が見られた。専門職としての、その実施方法を
まとめ、職場改善システムパック「KIZUNAカンパニー」、教科書「産業看護学」、ストレス対策テキスト「新・
メンタルヘルス実践BOOK」などの公開に至った。

研究成果の概要（英文）：　Focusing on the existence of a "culture for health" in small and medium 
enterprises(SMEs) different from that of large companies, we clarified the relationship with "health
 related behavior" and changes over time due to intervention.
　Four years of participant observation through group work conducted with employees and meeting 
participation, the characteristics of fixed communication within the company, gaps between managers 
and employees, and a place for exchange of reminiscent opinions are clarified. Complemented the 
quantitative study.The method of workplace improvement activities using the KJ method devised by the
 researchers showed a certain effect. As a professional, we summarized the implementation method and
 published the workplace improvement system pack "KIZUNA Company", the textbook "Industrial
Nursing", the text on measures against stress "New Mental Health Practice BOOK".

研究分野：産業看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　社会格差と健康水準に関する多くの研究はアンケート調査で行われ、社会経済的変数が広く質問紙に含まれる
かどうかに依存するが、これらの調査項目は対象者にとって抵抗感があり、無回答率が高いというジレンマが存
在してきた。本研究はその考え方を180度転換し、マイクロな眼ではじめて見えてくる世界を重視してみた。こ
れは量的研究を補完するものであった。
　長期間の介入研究と参与観察を基本とした分析からは多くの実践的示唆が得られ、現場に役立つテキストやシ
ステムパックの開発を生み出せた。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 社会格差と健康水準の関係の分析には多様な方法があるが、日本の多くの研究は量的研究を
用いており、学歴や収入等の社会経済的変数が広く質問紙に含まれるかどうかに依存している。
しかしこれらの調査項目は、研究者と対象者の双方にとって抵抗感があり、無回答率も高いと
いうジレンマが存在してきた。労働者に関する量的研究では、非正規雇用者や 2)、低階級者で
3)、心血管危険因子の高い生活習慣が認められている。また筆者らが過去に行った小規模事業
場 3,514 人を対象とした質問紙調査においては、大企業に比べて精神健康度が有意に低いこと
が明らかになり、その最も重要な関連要因は、「体調が悪くても医者に行くとは気軽に言えない」
の言葉に代表される、健康に対する周囲の無理解という、大企業では見られない独特の職場文
化にあったことも明らかになった 4,5)。  

これらの研究結果から、中小企業独特の「健康に対する文化」が、従業員のリスク行動ある
いはウェルネス行動等の「健康関連行動」に影響を与え、結果的に健康格差を生み出す一因と
なっているのではないかと考えた。 

 

２．研究の目的 

 本研究では、中小企業には大企業と異なる「健康に対する文化」が存在することに注目し、
「健康関連行動」との関係性や、経時的変化を明らかにするものである。 

実際の職場にて、個人面接と参与観察を通し、健康に影響を与えている要因を丁寧に探り出
し、帰納的に抽出する方法をとる。このことにより、対象者の主観を含む盲点となりがちな要
素を拾い上げることをめざす。また適時、職場に合った改善活動を研究者が考案し、介入を行
いながら、職場文化にどのような変化が起きるのかも経時的に解明することで、中小企業のメ
カニズムに合わせた介入方法を検討する。 

 

３．研究の方法 

１）まずは、非正規雇用者を含む従業員約 100 名規模の中小企業 2社と、従業員 15 名の小規模
事業場 1社を対象に質問紙調査を行い、量的に精神健康度や職場文化、保健行動についての特
徴を明らかにする。 
２）同対象に「産業看護アセスメントツール」6)による職場診断を行い特徴を明らかにする。 
３）同対象 3 社に、従業員への個人面接を実施し、自身の保健行動と職場文化に対する思いを
明らかにする。 
４）衛生委員会等職場内会議における参与観察を実施し、管理職や担当職員からみた職場文化
を明らかにする。 
５）研究者が考案した職場改善活動に取り組んでもらい、参与観察にて変化をとらえ分析する。 
６）上記１）～５）の結果を照らし合わせて考察する。 
 
４．研究成果 

現在投稿中および未発表の部分については詳細の記載はできないが、主な概要を以下に示す。
従業員 120 名（派遣 30 名含む）の製造業事業場、従業員 82 名の製造販売事業場、従業員 15
名の金融業事業場の 3 事業場より協力が得られ、平成 27～30 年度に亘り縦断的データを収集し
た。 

 
１）量的研究では、従来から職場環境の典型的指標とされ、現在ではストレスチェックの項目
に含まれ広く使用される「仕事の量的負担とコントロールのバランス」および「上司と同僚の
サポートのバランス」を検証した。図 1～4 の通り、職場によりまちまちであったことは分かっ
た。しかしこの指標のみで職場環境の判断はできず、改善策も立てられないといえる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 A 事業場の量的負担とコントロール】 【図 2 B 事業場の量的負担とコントロール】 
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【図 3 A 事業場の上司および同僚の支援】   【図 4 B 事業場の上司および同僚の支援】 
 
 
２）「産業看護アセスメントツール」を用いた職場診断を行うと、各社とも文化的側面において、
社長と社員のアセスメントに相違が見られた。 
３）従業員の個人面接結果は、多様性が大きかったが、「思ったことを言わないように過ごして
いる」ことや、「仕事による健康不調は仕方がないと諦めている」ことなどは、3 社にほぼ共通
しており、中小企業従業員のひとつの特徴といえることが示唆された。 
４）毎朝の朝礼や毎週の課内会議、部長会議、毎月の衛生委員会や管理職会議など、2 社とも
従業員の会議の場は多く設定されていた。しかし、管理職の一方的報告に留まり活発な意見交
換がなされないなど、形骸化していることも少なくなかった。参与観察より、管理職は、従業
員のけがや健康不調を個人の不注意あるいは持病、体質等ととらえがちであり、打つ手がなく
仕方がないという前提に立っているために、根本的・組織的対策の考案に至らないことも認め
られた。一方従業員は、提案しても会社は変わらないという諦めや、求められる時のみ意見を
言うこともあり、労使双方のこのようなやり取りが、発展的解決策を生み出せない会議に繋が
っていると考えられた。 
５）職場環境改善の介入研究では、KJ 法のグループワークが、従業員の意欲や協調性の活性化
に奏功することが分かった。これよりストレスチェックと職場改善活動のシステムパックを
「KIZUNA カンパニー」として商標登録を取得し、多くの会社に広く使用して頂いている。また
多様な不調をきたす社員に対する管理職の適切な対応をまとめ、テキスト「新・メンタルヘル
ス実践 BOOK」として出版し、広く使用頂いている。さらに、労働者の職場改善活動をファシリ
テイトする保健師の手法を含め、産業看護学の基本理念から現場活動までを含む教科書「保健
の実践科学シリーズ・産業看護学」として多くの協力者と共に執筆し、出版した。 
６）上記１）から５）の結果を統合したジョイントディスプレイを作成中である。 
７）副次的研究成果 

小規模事業場労働者はほとんどが職住近接である。これらの労働者が、地域自治体の健康事
業への参加や、職場単位での地域マラソン大会への出場を通して、職場の健康文化の醸成にも
繋がっていることも示唆され、11th Asia/Oceania Congress of Gerontology and Geriatrics 
2019 に発表する他、中国からの招聘で、第 3回日中高齢化社会政策と産業化シンポジウム―精
華大学科学技術と社会発展論壇― 2018 にて報告した。 
 また研究対象者のうち 65 歳以上の一部について、体力測定とアンケート調査を行ったところ、
等尺性急速膝伸展における筋張力発生率と転倒歴の間に、有意な関連が認めら、研究協力者を
筆頭として Gait & Posture に投稿し受理された（印刷中）。 
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